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22.横須賀市における旧軍港市転換計画と旧軍用地転用について

A Study on the Reconstruction Plan of Cities that Formerly Served as Naval Ports and the Land Use of Former Military

Grounds in Yokosuka City

今村　洋一

Yoichi Imamura

The purpose of this paper is to clarify the conversion plan of former military grounds in the reconstruction plan of

cities that formerly served as naval ports and the land use of former military grounds at the middle of the 1970's in

Yokosuka City. Former military grounds had been planned to convert to the three huge factory sites, four huge

residential lands, several open spaces, and some schools in the reconshction plan. At the middle of the 1970's,

former military grounds had become a huge industrial site at the Oppama area. A lot of former military grounds had

been used as the elementary schools or the junior high schools. The large-scale open spaces in the north and central

area of the city had been converted from former military grounds.
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1.はじめに

(1)背景と日的

終戦に伴って遊休質有地となった旧軍用地は、全国各地

で様々な都市施設へと転用され、戦後の都市づくりに活か

されたl).特に基幹産業であった海軍工席の廃止により都

市存続の危観に陥った旧軍港市l)では、 1950年制定の旧軍

港市転換法(以下、軍転法)に基づき、総合的な都市整備

計画としての旧軍港市転換計画(以下、転換計画)が作成

され、軍転法の特別拷産2)を受け、旧軍用地の転用が積極

的に進められた。では、転換計画における旧軍用地の位置

付けや、実際の転用状況はどうであったのだろうカ㌔　この

点を検証した既往研究はなく、実態は不明である。そこで

本研究では、横須賀市を対象に、転換計画作成前の旧軍用

地転用状況を概観したうえで、横須賀市転換事業計画(1950

年10月作成)における旧軍用地の位置付けを明らかにし、

さらに旧軍用地転用がほぼ終了したとされる1970年代半

ば〕)の転用実態を明らかにする。なお、横須賀市は、我が

国初の軍港が置かれた旧軍港市の代表的都市であり、終戦

時には総計l,867.9haもの旧軍用地が残されていた2)。また、

戦災を受けず、戦災復興計画が作成されなかったため、転

換計画が戦後都市計画の基本計画としての役割を担った(4)

(2)既往研究と本研究の位置づけ

旧軍用地転用に関する既往研究については、特定の都市

や地域を対象に転用実態を明らかにしたもの3ト句、特定用

逮-の転用実態を明らかにしたもの7リ)、転用に係る審議

会記録を用いて全国動向の把握を試みたものWQ>、個別の

都市で検討された転用計画を扱ったもの11)などがある。本

研究と同様、横須賀市を対象としている沢田(1973)は、

近世からの産業構造の変容を概観する中で、戦後、旧軍用

地が横須賀市の都市施設や産業の発展に多大の影響を与え

たと指摘し、特に旧軍用地での民間工業の発展について論

じているものの、各旧軍用地の転用状況については、当時

の「横須賀市所在旧軍用財産転用概況附図」を用いて、駐

留軍施設、防衛庁施設、産業施設(民間) 、公共的施設その

他の4分類で把握しているだけで、十分な考察はなされて

いない。また、今村(2010) inは、終戦直後の横衝賃の旧

軍用財産の転用計画を扱ったものであり、本研究が扱う転

換計画や転用実紙の考察は今後の研究課題となっているD

これに対し本研究には、転換計画から当時の横須賀市の

旧軍用地の活用戦略を明らかにする点、主要な転用用途に

ついての詳細な転用実態(転換計画との関係、転用の経緯・

背景、分布など)の考察から戦後の都市形成において旧軍

用地の果たした役割や引き起こされた問題を明らかにする

点に特徴があり、旧軍用地の転用を軸とした戦後の都市計

画史・都市形成史研究としての意義がある。

(3)研究の方法

旧軍用地の範閲特定にあたっては、大蔵省関東財務局横

須賀出張所作成の「旧軍用財産口座別調香12)」とその付図

「横須賀市所在旧軍用財産位置」図を基本とするが、図示

範囲が暖暁であるので、 「横須賀市所在国有財産概況図」

(1980年)を併用した。この図には、物納財産など旧軍用

地以外の国有地も若干含まれているが、前述の「横須賀市

所在旧軍用財産位置」図に重ねることで、旧軍用地の特定

が可能であり、主要な旧軍用地を示した既往研究)りょりも、

さらに詳細かつ正確に旧軍用地の組頚を確定できた。

さらに、 1970年代半ばにおける旧軍用地の転用用途につ

いては、 1975年発行の住宅地図に先述した方法で特定した

旧軍用地の範囲を古き込んだうえで、 16種類の用途分類【5)

をおこない、特に多く見られた「工場・倉庫」 「学校」 「公

園」を主要な転用用途として詳細な考察の対象とした(6)
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2. 1950年時点での旧軍用地の転用状況

(1 )旧軍用地の残存状況

軍港であり、同時に東京湾口の重要な防衛拠点でもあっ

た横賀賀市内には、随毎軍双方の様々な旧軍用地が、市全

域にわたり広範に残された‖ (244口座)。戦災を受けなか

ったために官衝、兵営、学校、工場、倉庫、工員宿舎など

の建物は、無医で接収され、終戦から5年を経過した1950

年であっても利用可能な状況であった。また、接収角蜘三

本開化するのは1950年代未からであるが、終戦直後より、

占傍輩の使用許可があれば接収状態のままで使用できる状

況にあったmo

(2)転用状況の概観

転換計画が作成される時点において、横貸賃市ではどの

ような旧軍用地転用がなされていたのだろうかも　これを知

り得る貴重な史料として、横須賀市企画審議室作成の「転

換施設一覧表」 13)があるので、これを手掛かりに転用状況

を概観してみたい。 「本市使用中」 「転換工場」 「本市並びに

転換工場以外」 「未処理(農耕地含む)」に分けて、総計170

伴野が整理されており、転用施設名、旧軍施設名、土地坪

数などが記載された一覧表となっている。記載されている

土地坪数を集計すると合計で約476haであり、横須賀市が

引き継いだ総量l,867.9haのうち、 25.5%が既に利用されて

いたことになる。横須賀市が整理した4分類では、 「転換工

場」の件数が83件と多く、面積も96.7haに及んでいるO 「本

市使用中」が47件、約170.4haもあり、当時、既に横須賀

市が積極的に旧軍用地の公的利用に取り組んでいたことが

分かる。また、 「転換工場」は83件、 96.7haに及び、市域

北部の田浦地区、追浜地区を申し、に、民間事業者の進出も

かなり見られた㌔

さらに、転用施設名から転用用途を判断し、用途ごとに

集計した(図- 1)。工場・倉庫が85件で件数の半数を占

め、面積でも103.7haで22%を占めた。面積では、続いて

学校56.3ha、公園41.3ha、官公庁38.6ha -の転用丑が大き

し㌔なお、住宅-の転用は20件あるが、多くは内陸の工員

宿舎などを使用しており、建物のみの使用許可のため土地

坪数の言勅呈ない場合が多いこともあって、集計面積は小

さくなっているO　また、面積では、その他が189.5haにも

及んでいるが、この中で大きいのは農耕地(84.9ha)と墓

也(81.3ha)である。前者については、終戦直後の閣議決

定<10)において示された、練兵場等の建物の少ない旧軍用地

を開拓農地へ転用する方針を受け、各地域の農業協同組合

が練兵場の跡地などを借り受けて農耕地として使用してい

たものである。

旧軍施設名から位置を特定する作業をおこない、転用用

途ごとの旧軍用地の分布状況を把握した(図- 2)。そもそ

も旧軍用地が集積しているという点もあろうが、周辺に市

棚ミ広がっていて都市施設需要のある区域、即ち、市北

部の追浜地区から横須賀地区にかけてと久里浜地区におい

て、既に多くの旧軍用地が転用されていたことが分かる。

官公庁、工場・倉庫-の転用(継承)については、特に陸

4T-3ha<9S) 16.6ha(3S)

図- 1 1950年時点での旧軍用地の転用用途

(注)面標は土地嘩牧の記載のない17件を除く153件での集計(官公庁16
件、学校14件、病院5件、 =場・倉庫82件、住宅11件、公園7件、
その他18件)0
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図- 2　転封哲十画前の旧軍用地の転用状況

(注)旧威設ごとにプロットしている。例えば、 1つの旧軍施設に複数の

「工場・倉庫」が立地していても、 1つの◆記号で表示しているO

海軍の官衝、海軍二□蔽関孫の工場・倉庫の集積していた海

岸部においてよく見られる。一方、学校、病院、公園への

転用については、海岸部だけでなく内陸知でも見られ、し

かも比較的広範囲にわたり進められていた。住宅-の転用

については、工員宿舎を継承したものが多いため、それら

の立地する内陸部に多いという傾向が見られるQ

このように、横須賀市では転換計画の作成時点(1950年)

において、市街地周辺を中心として、工場・倉庫をはじめ、

官公庁、学校、公園など、既に一定の旧軍用地が転用され、

都市施設需要に応えていたのである0 -方で、食粒増産の

ために農耕地として利用されていた旧軍用地もかなりあっ

たと言える。
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3.横須賀市転換事業計画における旧軍用地0)位置付け

( 1 )転換計画の位置付けと構成

本研究で扱う転換計画14)は、軍転法に基づき、横須賀市

転換計画審議会によって1950年9月に決定されたものであ

り、旧軍用地の転用を前提とした横須賀市再興のための都

市計画であった。総説と18の具体的な事業によって構成さ

れている(表- 1),総説では、この転換計画が終戦直後に

作成された市政の基本方針である「横須賀市更生対策要項」

に再検討を加えて作成された後継計画であることが示され

ており、横須賀市政の根幹をなす計画という位置付けもあ

った。総説に続く18の事業計画には、各事業の概要とさら

に細かな事業区分ごとに、数量、事業費、摘要が示されて

いる。そして摘要の欄に、旧軍施設名が記載されている場

合や「旧軍用地」と書かれている場合もあるが、それは僅

かであり、転換計画だけ見ても旧軍用地で実施される事業

がどれなのか殆ど分からない.そこで、 「横須賀市転換事業

計画図」 (ll)と旧軍用地の範囲を照合する作業、 「旧軍港市国

有財産処理審議会」での決定事項15)から旧軍用地に係るも

のを抽出して転換計画記載の事業と照合する作業を併せて

おこない、旧軍用地に計画された事業を特定い㌔

なお、この転換計画には、細かな事業区分ごとに事業費

が見積もられた「横須賀市転換事業計画一覧表」が付され

ていることから、転換計画に記載の事業は、公共投資によ

り実施する事業に限られていることが分かる。

(2)旧軍用地に計画された事業

先述した方法により旧軍用地での計画が確認できたのは、

5事業のみであった(表- 1の※印)。以下、転換計画作成

時の転用状況との関係にも触れながら、各事業における旧

軍用地の位置付けを考察していきたしn('2) (図- 3)。

r4.公共施設整備事業」では、公園及び運動場15箇所が

計画されているが、半数以上の8箇所が旧軍用地での計画

であった。このうち、既に公園として使用されていたのは

3箇所だけである。要塞地帯として終戦まで立入禁止であ

った観音崎公園をはじめ、 4箇所が砲台跡地の丘陵に計画

されていた。また、飛行場、射的場、練兵場の跡地も含め

ると、 1箇所を除く7箇所が建物の少ない旧軍用地に計画

されていたこととなり、非戦災都市でありながら、戦災復

興院の方針(建物の少ない旧軍用地は公園に決定すること)

(13)に合致した計画となっていた。

「5.住宅地造成事業」は、 7箇所330haの計画のうち、 4

箇所158.4haが旧軍用地のものである。終戦直後の工員宿

舎を利用した住宅確保と異なり、人口増加に対応すべく新

たな宅地の確保を目的としたもので、平作川沿いの平坦な

土地に立地していた広大な旧軍用地が主な対象となってい

る。まとまった旧軍用地を活用して、非常に大規模な住宅

地開発を行おうとしていたことが分かる。

「13.平和産業転換誘致事業」では、田浦地区(140.6ha)、

追浜地区(lO8.9ha)、久里浜地区(I32ha)において、 「旧

軍用財産の処理其の他各方面亘り工場経営の援助育成を図

る」とされている。工場誘致のための用地は、基本的にこ

□ 4.公共康設豊備事異

(公園・運動場)

① 5.住宅鞄造成事票
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図- 3　転換計画において旧軍用地に計画された事業

(注1 )グレーの網掛は、転換計画働寺に既に転用されていたもの。

(注2) 「15.公安施設事業」において、拳銃射撃場、警察署を旧軍用地に整

備することとなっているが、場所が特定できないため図示していなし＼

れら3地区の旧軍用地で賄うことにしていたのである。先

に見たように、これらの地区の旧軍用地には既に進出して

いた工場も多く、既転用分と合わせて巨大な工業地帯を形

成しようとしていたことが分かる。

「17.教育文イ肪直設整備事業」は、小中高校12校の計画の

うち1βに相当する4校が旧軍用地での計画であった。不

入斗中以外の既転用14校は転換計画に位置付けられてい

ない。なお、学校以外では、自然文化公園が馬堀小と同じ

陸軍重砲兵学校跡地に計画されている。

このように、転換計画で旧軍用地の位置付けが確認でき

る事業は限られているが、工業用地整備についてはほぼ旧

軍用地に頼っており、公園整備、住宅地整備についても、

その過半は旧軍用地の転用によって実現する計画となって

いた。なお、既に転用したものがかなりあった学校の整備

については、旧軍用地を位置付けたものは限られていた。
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4. 1975年における主要転用用途

1975年発行の住宅地図を用いて16分類で把握したとこ

ろ、 「工場・倉庫」 「学校」 「公園」 -の転用が多く見られた

(14)これら主要転用用途ごとに、転換計画との関係、転用

の趨経・背景、分布など、具体的な転用実態を考察すると

ともに、軍転法による特別措置の効果を検証してみたいo

(1)工場・倉庫への転用(図-4)

転換計画との関係では、 「13.平和産業転換誘致事業計

画」で示された3地区のほか、武山地区でも見られた。

追浜地区はIOOba以上を使用する日産自動車を中核とし

て、極めて大規倶な工場集輯地となっているo　これらの多

くは1959-1964年度に払下げられたものであるが】5)、追

浜地区での転同は、 1947年の一部接収解除より進められて

いるO例えば、第-海軍技術蔽跡地には1951年時点で22

社が進出しており、早くから海軍工廠に代わる工業生産の

-大乱点となった16) -時、米軍による再接収で工業地と

しての歩みを中断したが、解除後には追浜工業団地として

再興してい5(I3)。隣接する横蜜柑毎軍航空隊跡地について

も1948年より特需会社(米軍車両の修理工場)が進出し、

特需終了後には日産自動車が代わって立地した】7)0

田浦地区には、自衛隊用地によって分断されるようにし

て、大規隈工場と倉庫群(元海軍軍需部の倉庫を活用)が

立地している1958年から数次に渡り部分的に接収解除を

受け、そのたびに大規慎工場が立地した結果である18)

久里浜地区では、主に内陸の軍需部用地跡地に整備され

た久里浜工業団地で工場.倉庫への転用が進められた。こ

の中には市内の中/J碩失工業者を集めた久里浜鉄工団地(約

3ha)がある。他には、漁業基地となった久里浜港に近い海

軍防備跡地の水産関係施設や、工作学校跡地の小規模な

工場の立地がある。

武山地区では、大桶機関学校跡地の避注軍が1958年に撤

退後、公共施設用地と研究施設用地が確保され、立教大学

原子力研究所を含む電力系研究施設の集積が進んだ19)

(2)学校への転用(図-5)

公立校だけでも小学校10校、中学校12校、高校5校が

旧軍用地に確認でき、転換計画の「17.教育文化施設整佑

事業」記載の4校はいずれも実現していた。さらに、私立

の中高併設校が2校ある。また、大学の小規模なキャンパ

スや運動場、研究所なども点在し、ノ」原台演習砲台跡地に

は防衛大学の立地も見られるが、特にここでは、校数の多

い公立の小中学校に着目してみたいO

まず、旧軍用地を転用した小中学校数が多い背景として、

何が考えられるだろうかO横須賀市は戦災を受けていない

ので、羅災校舎の代替施設というわけではない。横須賀市

の蓼合、終戦からしばらくは、疎開児童が戻ってきたこと

による児童数の回復、学制改革による新制中学校の新設へ

の対応が緊急課堰であった。当時は、旧軍用地の建物が目

当てであり、例えば、 10校の新制中学校のうち6校が旧軍

用地で関原】6)し、残存建物を改修して校舎として利用した

20)さらに、特需景気から高度経済成長期にかけては、人

図-5　旧軍用地を転用した学校C1975年)

(注1 )学位昌の右に★印があるのは、転換計画に示されていた早晩
(注2)幼稚園及び養護学校等の特殊学校は糠外としている。

ロ増加に対応するため、新たな小中学校の用地が必要とな

った。丘陵がちの横須賀市にあって既に造成済みのまとま

った用地であり、蔽与が受けられるため用地取得費用のか
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からない旧軍用地に目が向けられたのであった。

こういった状況に、旧軍用地が市全観こ散在していたと

いう条件が加わって、多くの旧軍用地を転喝した小中学校

が、市全域に広範に見られることになったと考えられる。

その一方で、同一の旧軍用地に隣接して複数の小学校ある

いは中学校が立地しているケースが見られた。これには2

つのパターンがあるo lつは、新制中学校として1947年に

同時に開校した当初から隣接していたケースで、陸軍重砲

兵連隊跡地の兵舎をそれぞれ使用した不入斗中学校と坂本

中学校が該当するo　もう1つは、児童数の増加に伴い、隣

接地に分校を設置し、それが独立したケースである。海軍

工作学跡地において久里浜小学校から明浜小学校が、陸

軍重砲兵連隊跡地において不入斗中学校から桜台中学校が

独立したというケースが該当する。いずれのケースであっ

ても隣族することは、学校配置の観点から好ましくないが、

特に重砲兵連隊跡地では、不入斗、坂本、桜台の3中学校

が隣接する特異な状況が出果していた。

(3)公園への転用(図-6)

転換計画のr4.公共施設整備事業」に示された8箇所の

うち、武山公園を除く7箇所が確認できた。旧軍用地を転

用した公園は、この他に10箇所ほど確認でき、合わせて

18箇所にも及んだこ県立公園として開設された観音崎公園

や運動公園として整備された不入斗公園などIOha超の大

規模な公園をはじめ、追浜公園、大津公園など、 11箇所が

lha超の規模の基幹的公園である。

旧軍用地に整備された公園の分布をみると、転換計画に

示されていたか否かに関わらず、市域北部から中部にかけ

ての市街地周辺に多レ㌔一方、.市域南部での公園への転用

は、久里浜公園と富浦公園の2箇所のみで、いずれも1970

年代に処分が決定された比較的新しいものであった1㌔こ

のことから、人口集積のある地域において、優先的、重点

的に旧軍用地の公園への転用が進められたことが分かるO

転換計画に示されていなかった公園については、旧軍施

設名から判断すると、いずれも建物が少ないとは考えにく

い旧軍用地であった。つまり、転換計画に示されたものと

は異なり、先述した戦災復興院の方針と合っていないので

あるOまた、これらの処分決定年度は上場定的早い時期(1950

年代)のものが8箇所と多い1㌔これらから、転換計画に

おいて旧軍用地での公園計画を位置付ける際に戦災復興院

の方針が考慮された可能性がある点、 1950年代には転換計

画とは別に旧軍用地を転用した公園整備が進められた一面

がある点を指摘できる。

( 4 )旧軍港市転換法の特別措置の効果

参考引用文献15)で処分方法をみると、工場・倉庫への
転職こついては、特例措置がないため全て譲渡(払下)に

よるものであったが、学校への転用については、処分方法

不明の2梗】7)を除く公立小中高25校のうち24校が譲与、

公園-の転用については、観薗崎公園が無償貸付で、他の

17箇所は全て譲与によっており(18)、軍転法の特別措置はか

なり積極的に利用されていたことが分かる。

図-6　旧軍用地を転用した公国(1975年)

(注1 )公園面相は、参考引用文献15)の処分決定面前による。

(注2)公園名の右に★印があるのは、転換吉十画に示されていた公鼠,

(注3)公園名の下の旧軍施設名で、グレーの網掛のあるものは一般的に

蜘呈少ないと考えられる旧軍用地

5.まとめ

( 1 )転換計画にみる旧軍用地の重要性

転換計画に位置付けられた旧軍用地は限られていたもの

の、産業振興を担う工場用地の確保については、ほぼ旧軍

用地を充てることとし、人口増加の受け皿としての住宅地

造成についても、過半はまとまった旧軍用地に計画するな

ど、職住に係る重要な事業については、旧軍用地に極めて

重要な位置付けが与えられていた。また、過半を旧軍用地

に計画していた点から、公園整矧こおける旧軍用地への期

待が窺えるが、非戦災都市でありながら、建物の少ない旧

軍用地を公園として決定するという、戦災復興院の方針が

考慮されていた可能性も指摘できる。

( 2 )主要転用用途ごとにみた旧軍用地転用の成果

横賛賀市が旧軍用地に最も期待をかけていたと考えられ

る工場・倉庫への転用については、転換計画で位置付けた

3地区のうち、自動車産業を中心に-大産業拠点となった

追浜地区は大きな成果を挙げられたと言える。しかし、自

衛隊用地に分断された田浦地区、ほぼ久里浜工業団地のみ

に留まった久里浜地区は、期待通りとはいかなかった。

その一方で、学校や公園-の転用については、転換計画

に位置付けられたもの以外に、実際には多くの転用が行わ

れた。市全称こ散在する旧軍用地は、各地域で公立の/」、中

学校として大いに活用された。しかし、旧軍用地に頼りす

ぎた結果か、同一旧軍用地で中学校3校が隣接するという、
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学校の適正配置を考えた場合に問題となるようなケースが

出現した。市域北部から中部にかけては、旧軍用地が多く

の基幹的な公園として活用されており、まとまった公園用

地を確保することが困難な市街地周辺において、旧軍用地

が大きな役割を捜った。

なお、学校や公園などへの転用については、転換計画で

は具体的に想定されなかった旧軍用地も含め、ほぼ譲与に

よるものであり、横賛賀市の戦後の都市づくりの中で、公

共用地の確保のために、軍転法に基づく特別措置がかなり

概極的に利用されていた。

以上、旧軍港市の1つである横須賀市を事例として、転

換計画における旧軍用地の位置付けと1970年代半ばの旧

軍用地の転用実態について明らかにい㌔今後は、他の旧

軍港市や戦災都市との比較を通し.旧軍用地転用に係る計

画と戦後都市形成の全体像を明らかにしたい。

本研究は平成22年度科学研究費補助金(若手研究B :課

題番号22760453)による研究成果の一部であるO

【補注】

(I)槻市、呉市、佐世保市、舞鶴市。

(2)旧軍港市転換弔文の用に供するために必要があると路められる賠合、公
共施設(公風. i酢など)、港湾施設、教育施投(小中高校、図雷蹄な

ど1.操蛸17肌　tr人*nm瓦蔓、 LR叫w&こi. SVtiVi:'1 I.I上¥*vサ

['.'・¥iこ.ら,A)1. #*-i;*&i-:体であcOitljjj.*に1-R CiRj珊iv>ほう-　Lや

船齢　されるという特男rm;設けられた.

(3)参考引用文放5)のp.42による。
(4)呉市、佐世倶市では,戦災復興吾滴が作成されているOまた.転換計画

には都市計画法または特別都市計画法の過円があることが、旧耶港市転

換法第2条に明記されている。

(5> r官公庁(庁舎)j r官公庁(庁舎以外)j 「南菜.集務J r公勘j r学校j T文
化施設・i劉施投」 r病院l 「福祉」 「公的住宅・公的宿舎」 r-一般住宅」 「工

m一倉庫」 「インフラ」 rその他郡市的用途」 「郁雄繁」 「米軍」 rその他脇

Lむ呂i;lい「 le i*机

(6糎換計画との関係、転用の経緯・背景、分布などを考察するには.転桐

用途ごとにみていく必要があるが、参考引用文献15)から横芳紀耳市に係る
データを抽出すると、この3用途で処分案や轍199件のうちの77%、処

分決定面相59日laのうちの77%を占めることからも分かるように、この3

用途で横粁市での旧筑閑地転用の大部分を知ることができる。

(7)大旗省財政史脚召和財政史一終転勤lら吾㌫舌まで　第17巻』(pp.IS0-152ー
瀬棚民社、 1981年)によれば.大歳省吉川令第】3号0945.12.15)

により、接収状態のままでもひっ迫する国内謝古勢に即して応急的な活

用を屠るため、行政馳好として1時旺用がi搭められることとなっ氏,

(8)リストは17]件あるが、 [細収中なれど未使用」との富己職のあるl件は、
V.TO* OユVi ヽ11て付い一こ

(9)地区ごとの集計では、横紙冶臨海地区(4件、 6]泊).田浦地区伽件、
49Iia)、追浜地区C6件、 30】1a)、久里浜地区臼5件, ll.7ha)であった。

(10)闇吾掠決定r緊急脚欄実施要領」 (1945年11月9日)では、頓用地
中農耕適地ハ自作舶l殿ノ為急速二開発セシメ可及的速二払下等ノ処分

ヲナシ旧耕作者及新入植者二誹渡スル」ことが明記され、食紐の自給化

と工員や軍人等の脚執着の帰農を促進するために、筑鴨輸充部用地(牧

場) 、演習場.飛行場、練兵堤、 f憤場などの津物の少ない旧取用f蜘;開

拓農地の対象となった.また、続く日月13 aの協敵定r食馳曽産確

保二関ス!働把二間ス叫牛」にも、末位有の食糧需給逼迫という窮

状nllRのために粥じる非常措置の1一つとして、 r形亨場、鈍兵鴇等」の関

亀が挙げられてい7㌔

(ll)1950年10月、横御節琵行(脚市立中央図番短所郡。表-1の
18事業のうち、 I,乙4,5,9, 14の6事兼について、場所が示されている。

(12) I|5.公安方殴窮鞄については拳銃相見密琵勤;ih軍用地=Wmさ
れることとなっているが.場所等が不明であるため.ここで書棚,ら

外している。
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此ノ際都市計画緑地二決定シテオクコト。 」 「旧要塞地帯ナトデ地方別面

上存位ノ必要ガアル果聯地ノヨウナ所ハ、県立公園等ノ倶勝地トシテ永

ク確保スル」とされていた.

( 14)これ以外に転換計画において位取付けられていた住宅地造成辛党につ
いてみると、実際にまとまった住宅地となっていたのt胡誠籾浜場跡地

約23ha)だけであった.なお、参考引用文的5)の処分決定状況一覧で

関連する案件はなく、処分状況は不明である。

(15)!第一海抜的顛和也も1952年lこ」筋を除き、米軍兵親として再接収
されたが、 1959年に静奴解除となった。

(16).長井中学校(海軍砲術学校長井分校).坂本中学統及び不入斗中学校(陸
軍重砲兵連閥、馬堀rtl等披く陸軍露tL糊、野比中学校(海軍寿憎

学校) 、和しヒ中学校(脚工職工Ei脚。

(17)'鴨居中、桜台中の2挽

(1 8)参考引用文献15)でカバーLA等ない1976年度以降に処分が決定した脚
卜'iStfti二瓜(.. I哉ii7V小SMi-.i ^W紙lL h
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